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図表 5-9 調 整事件取扱状況の推移 (大阪府)

図表 5-10 企 業規模申請件敷 (大阪府)

資料出所 1大阪府労働委員会調

②当事者

新規係属した調整事件を申請者別にみると、「組合

側申請Jが 41件、「使用者側J申 請が 2件、「双方申請」

が2件であった。

次に、企業規模別にみると、例年と同様、従業員

「300人未満」が35件 (778%)と 多数を占めている

(図表 5-10)。

また、産業分類別にみると、「運輸業」「サービス業J

が各10件 (222%)、 次いで 「製造業Jが 7件 (156%)

と続いている (図表 5-11)。

③事件内容

新規の調整事件の内容を事項別にみると (1件 の申

請で複数の内容にわたるものがあるため、申請件数と

は一致しない)、「賃金等Jに 関するものが24件 (333

%)と 最も多く、次いで、「経営 。人事Jが 22件 (306

160

%)、 「団交促進」が18件 (250%)、 「給与以外の労働

条件Jが 6件 (83%)な どとなっている。

また、申請件数 1件 当たりの調整事項数は16項 目

で、前年 (19項目)よ り減少している (図表5-12)。

④終結状況

終結状況についてみると、平成16年中に終結した調

整事件は、前年の繰り越しを合め46件であり、これを

終結態様別にみると、「取下げJが 20件 (435%)、

「調整による解決」が19件 (413%)、 「不調 ・打切りJ

が7件 (152%)と なっている。

また、実際に調整を行った事件について、その解決

率をみると、平成16年は731%で あり、前年 (821%)

を90ポ イント下回った (図表 5-13)。

区 分

14年 15年 16年

件数 比率 (%) 件数 比率 (%) 件数 比率 (%)

前年からの繰越件数 5 73 6

新 規 申 請 件 数 746 59 922

合 計 1000 64 1000 1000

終 結 件 数 930

翌 年 へ の繰越 件 数 5 70 6 94 5

資料出所 1大阪府労働委員会調

区 分
14年 15年 16年

件数 比率(%) 件数 比率(%) 件数 比率(%)

49人以下 377 25 424 378

50人 ～99人 5 9 4 7 119 7 156

100人～299人 8 8 244

300人 ～499人 6 113 5 8 5 2 44

500人～999人 4 7 5 4 68 3 6 7

1,000人～1.999人 5 9 4 2 34 3 67

2000人 ～4999人 5 94 7 119 1 2 2

5000人 以■ 0 00 1 1 7 1 22

合 計 1000 59 1000 1000



図表 5-H 産 業分類別申請件数 (大阪府)

区 分
14年

件数 比率(%)

建 設 業 1 1 9

製

　

造

　

業

繊 維 ・ 衣 aE 0

出 版  印 刷 0 00

化 学 0 00

金 属 製 品 0

機 械 器 具 3 5 7

そ の 他 4 75

刀ヽ 計 7 132

運
輸
　
通
信
業

道 略 旅 客 運 送 3 57

道 路 貨 物 運 送 10

そ の 他 0

イヽ 計 13 245

卸完 ・小売業、飲食店 7

金 融  保 険 業 1 19

不 動  産   業 1 19

サ

ー

ビ

ス

業

社会保険 ・社会福祉 3 5 7

医 療 ・ 保 健 7 132

教 育 3 5 7

そ の 他 10

刀ヽ 計 434

そ の 他 0 00

合 計 53 1000

資料出所 !大阪府労働委員会調
15年1月からは、日本標準産業分類第11回改訂で分類している。
※ そ の他は、農業、林業、漁業、鉱業、公務、分類不能の産業の合「Lとする。

Ｆ

Ｌ

像)審査事件                    ② 当事者

①概要                         新 規申立てのあった審査事件を申立人別にみると、

平成16年に不当労働行為 (労働組合法第 7条違反)  71件 中、「組合Jが 67件 (944%)、 「組合 ・個人連名」

として救済申立てのあった事件 (審査事件)数 は71件  が 3件 (42%)、 「個人Jが 1件 (14%)と なってい

で、前年 (92件)よ り21件の減少となった。      る 。

また、同年中の取扱件数は前年からの繰越し184件   次 に、企業規模別にみると、例年と同様、従業員

と併せて255件であり、終結件数は103件で、152件か  「 300人未満規模Jが 47件 (662%)と 多数を占めてい

翌年に繰越しとなった (図表5-14)。         る (図表5-15)。

区 分

(15年 1月 から適用)

15年 18年

件数 比率(%) 件数 比率(%)

座 設 業 1 1 7 1 2 2

製

　

造

　

業

繊 維 ・ 衣 村 0 0

印 用J 0 3 6 7

化 学 1 17 1 2 2

金 属 製 品 1 17 0 0 0

機 械 器 具 2 3 4 0 00

そ の 他 7 3 6 7

刀ヽ 計 7

電気・ガス。熱供給`水道業 0 00 1 2 2

情 報 通 信 業 1 1 7 0 00

運
　
輸
　
業

道 路 旅 客 運 送 3 5 1 2 44

道 路 資 物 運 送 7 119 6 133

そ の 他 1 1 7 2 44

/1ヽ 計 1 1 222

知 完 ・ 刀ヽ 売 業 6 4 89

金 融 ・ 保 険 業 1 17 1 22

不 動 産 業 0 00 0

飲 食 店 、 宿 泊 業 2 3 4 1

医  療 、 福 祉 5 85 3

教 育 、学 習 支 援 業 5 11 1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 0 00 1 2 2

サ ー ビ ス 業 10 222

そ  の   他   X 0 1

合 計



図表 5-12 調 整事項別申請件数 (大阪府)

区 分
14年 15年 16年

件数 比率% 件数 比率% 作数 比率%

組 合 承 認 ・ 組 合 活 動 2 21 5 4 3 0

協 約 締 結 ・ 全 面 改 定 2 2 1 4 1 14

協 約 効 力  解 釈 2 2 1 2 1 7 1 14

賃

　

金

　

等

貨 金 増 額 8 6 52 5

時 金 5 4 3 5 4 56

諸 手 当 2 2 1 3 2 6 2

その他賃金に関する事項 13 113 7 9 7

退 職 一 時 金 ・ 年 金 3 3 1 1 09 5 69

解 雇 手 当 ・休 業 手 当 0 2 17 1 14

/1ヽ 計 371 333

給
与
以
外
の
労
働
条
件

労 団 時 間 1 2 1 7 1 14

休  日     本  暇 0 2 1 7 1 14

作 業 方 法 の 変 更 1 10 0 0

定 年 制 1 10 1 0 0 0

そ の 他 の 労 働 条 件 7 7 2 4 4

刀ヽ 計 10 103 9 6

経
　
営

人

事

事 業 体 廃 止  縮 小 0 00 1 99 2

企 業 合 併 ・営 業 議 渡 0 00 0 0 0 0

人 員 整 理 0 0 0 3 26 0 0 0

配 置 転 換 1 10 4 35 1 14

解 雇 103 15 167

そ の 他 経 営 人 事 13 134 9 78 7 97

/1ヽ 計 247 278 300

福 利 厚 生 0 2 1 7 0 00

団 交 促 進 18 217 18 250

事 一副 協 議 制 1 10 2 17 0 00

そ の 砲 2 2 1 5 9 0 0

合 計 97 1000 1000 72 1000

引

劃

(注)1件 の申請で複数の内容にわたるものがあるため、本表の合計は申請件数と一致しない。
資料出所 !大阪府労働委員会調

Ａ０



区 分

14年 15年 16をP

件数 比率 (%) 件数 比率 (%) 件数 比率 (%)

取 下 ,す 576 517 20

調整による解決 (A) 23 397 19 413

不調 ・打切 う (B) 9 136 5 86 7 152

不 開 始 0 0 00 0 00

合 計 1000 46 1000

解決率 (A/A+B) 679% 821% 731%

資料出所 ,大阪府労働委員会調

図表5-13 調 整事件終結状況の推移 く大阪府)

図衰 5-14 審 査事件取扱状況の推移 (大阪府)

図表 5-15 企 業規模別申立件数 (大阪府)

Ｆ

Ｌ

区 分

14年 15年 18年

件数 比率% 件数 比率% 作数 比率%

前年からの擦越件数 196 722

新 規 申 立 作 数 319 273

合 計 (取扱 件 数 ) 1000 1000 1000

終 結 件 数 84 300

翌年 への繰題件 数 596

資料出所 !大阪府労働委員会調

区 分

14年 15をF 16=F

件数 比率 (%) 件数 比率 (%) 件数 比率 (%)

49人以下 433 32 352

50人～99人 5 52 13 141 7 99

100人～299人 21 216 13 14 1 211

300人 ～499人 6 67 7 7 6 3

500人～999人 4 4 1 4 5

1000人 ～1999人 9 93 5 5 4 3 4 2

2,000人～41999人 8 82 16 174 8 ■ 3

5,000人以上 2 2 1 2 2 2 5 70

合 計 1000 92 1000 71 1000

資料出所 :大阪府労働委員会調



図表 5-16 産 業分類別申立件数 (大阪府)

司

目

区 分

14年

件数 比率(%)

建 設 業 2 2 1

製

　

造

　

業

繊 維 ・ 衣 服 0 0 0

出 版 ・ 印 刷 0 00

化 学 5 52

金 属 製 品 1 10

機 械 器 具 1 10

そ の イ也 216

rlヽ Wl 289

運
輸
　
通
信
業

道 路 旅 客 運 送 1 41

道 踏 貨 物 運 送 1 1 113

そ の 他 2 2 1

Jヽ 言| 175

卸売 ・小売業、飲資店 175

金 融  保 険 業 3 3 1

サ

ー
ビ

ス
業

医 療 ・ 保 障 8

教 育 4 4 1

社会保険 ・社会福祉 5 5 2

そ の 他 10 103

刀ヽ 計 278

そ の 他 3 3 1

合 計 1000

区 分

(15年 1月 から適用)

15年 16年

■数 比率(%) 件数 比率(%)

建 設 業 4 4 3 3

製

　

造
　
　
業

級 維  衣 l l 0 00 0 0 0

吊J 1 1 1 0 0 0

学 0 0 0 0 00

金 属 製 品 0 0 0 0 00

機 械 器 具 つ 54 8 113

そ の 他 15 163 10 141

イヽ 計 2 1 228 18 254

電気 イス 熱供給 水道業 0 0 0 0 00

情 報 通 信 業 4 4 3 3 4 2

選

輸

業

道 路 旅 客 運 送 3 3 3 4 5 6

道 路 貨 物 運 送 S 8 7 7 9 9

そ の 他 2 2 2 2 2 8

小 計 13 14 1 13 183

卸 完  小 売 業 13 14 1 10 ]41

金 融  保 険 業 2 2 2 1 】4

不 動 産 業 2 2 2 0 0 0

飲 食 店 、 宿 泊 茉 1 1 1 1 14

医 療 福 祉 6 6 5 4 5 6

教 育 、 学 習 支 fF t業 1 1 120 2 2 8

複 合 サ ー ビ ス 業 1 11 2 2S

サ  ー  せ  ス  業 11 120 1 1 155

そ の 他 3 3 3 3 4 2

ム
ロ

計 92 1000 71 1000

資ll山所 ,大阪府労働委員会調

また、産業分類別にみると、「製造業」が18件 (254

%)と 最 も多 く、次いで 「運輸業Jが 13件 (183%)、

「サービス業Jが 11件 (155%)、 「却売 ・小売業Jか

10件 (141%)、 「医療、福祉Jが 4件 (56%)、 「建

設業J、「情報通信業」か各 3件 (42%)と 続いてい

る (図表 5-16)。

③事件内容

新規の審杏事件の内容を労働組合法第 7条 の各号別

にみると (1件 の中立てで各号にわたるものがあるた

め、合計は申立件数と一致 しない)、 1号 事件 (組合

活動を理由とする不利益取扱い等)か 46件 (351%)、

2号 事件 (団体交渉拒否)が 45件 (344%)、 3号 事

件 (労働組合の結成 ・運営に関する支配介入等)が 37

164

件 (282%)、 4号 事件 (不当労働行為救済中立て守

を理由とした不利益取扱い)が 3件 (23%)と なっ

ている (図表 5-17)。

④終結状況

終結状況についてみると、取扱件数255件のうち、

平成16年中に終結した審査事件数は103件で、終結率

(取扱件数に占める終結件数の割合)は 404%と なっ

た。

また、終結態様別にみると、「取 ドげJ(申 立人の都

合で取りFげ られたもの)7件 (68%)、 「問与和解J

(労rJ」委員会の関与により和解したもの)26件 (252

%)、 「無関与和解J(当 事者間で自主ntに解決したも

の)13件 (1269/0)、「命令 ・決定J(救 済若しくは棄



区 分
14年 15f 16年

件数 比率% 件数 比率% 件数 比率%

1号

解

　

一属

組合員であること 6 6 1 1

組  合  加  入 1 05 3 16 2 15

組 合 結 成 1 05 1 0 5 1

組 合 活 動 3 16 0 00 0

そ
の
絶
不
利
益
取
技

い

組合員であること 24 126 31 23 176

組  合  加  入 5 26 6 33 6 46

紅 合 結 成 2 1 1 1 05 2 15

組 合 活 動 7 37 3 16 1 O S

黄 大 契 約 0 0 0 0 00 0

小 計 63 332 311 46

2号 団 体 交 渉 拒 否 75 45 344

3号

支
配
介
入

組 合 結 成 1 0 5 0 00 1

組
A

涌 動 49 273 36 275

経 費 上 の 援 助 0 0 0 0 00 0

Jヽ 計 50 273 37

4号
等

い

車

的

数

莉

あ

ネ

行

本

翔

小

当

ヵ

不

に
2 11 6 33 3

合 計 1000 1000 131 1000

図表 5-17 労 働組合法第7条各号内容別申立件数

資料出所 1大阪府労働委員会調

(注)1件 の申立てで多くの内容にわたるものがあるため、本表の申立件数は他去の申立件数と一致しない。

図表 5-18 終 結態様別終結件数 く大阪府) Ｆ

Ｌ区分

14年 15年 16年

件数 比率% 件数 比率% 作数 比率%

移 送 0 0 00 0 00

却 下 0 2 19 2 19

下取 ↓す 13 155 173 7 60

和
解

与 解関 和 22 262 252

解無 関 与 和 13 13 126

計イヽ 417 471 379

命
令

部 済全 救 9 7 6 7 12 117

部 済救 14 167 1 1 106 13 126

却薬 13 155 17 163 291

計イヽ 36 429 337 534

計合 的 84 1000 1000 1000

D取 扱 件 数

終 構 率 (A / B ) 300% 361% 404%

資料出所 t大阪府労働委員会調



却決定又は却下決定が交付されたもの)に より終結し

た事件数は57件 (553%)で 、その内訳は、「全部救

済Jが 12件 (117%)、 「一部救済」が13件 (126%)、

「棄却」が30件 (291%)、 「却下」が 2件 (19%)と

なっている。(図表 5-18)

なお、「命令 ・決定Jに よる終結件数は57件である

が、これらには併合事件が合まれるため、実際に命令

書を交付した件数は31件となっている。また、これら

31件のうち、命令として確定したものが9件、中央労

働委員会に再審査が申し立てられたものが21件、行政

訴訟が提起されたものが2件、再審査申立て及び行政

訴訟ともに提起されたものが 1件 あった。

6 労 働相談

労働相談件数は、過去最高の 1万 2,321件

大阪府商工労働部に寄せられた労働者や事業主など

からの労働相談の状況をみると、平成16年度は1万2,321

件で前年に比ぺ602件増、51%増 となり、 6年連続で

1万件を超えた (図表 5-19)。

内容についてみると、「解雇されたJ「労働契約J

図表 5-19 年 間労働相談件数の推移(大阪府)

「賃金を払ってくれないJと いった 『労働条件』に関

する相談が7.504件 (構成比614%)と 最も多く、次

いで 「雇用保険 (失業給付)等 について知りたい」と

いう 『勤労者福祉』に関する相談か935件 (同76%)

となっており、厳しい雇用環境や、最近の雇用形態の

多様化を反映した相談が多くなっている。

また、職場におけるセクシャル ・ハラスメントに関

する相談は、692件 (構成比56%)と なっている (図

表 5-20)。

また、業種別にみると、「サービス業Jが 最も多く

2,789件 (構成比226%)で 、以下 「医療、福祉」1.669

件 (同135%)、 「製造業Jl,442件 (同117%)と なっ

ている (図表 5-21)。

事業所規模別にみると、10人未満が1,687件 (構成

比137%)、 10～29人が1)510件 (123%)、 30～99人が

1,590件 (同129%)、 100～299人が1,189件 (同97%)、

300人以上が1,874件 (同152%)と なり、300人未満

の企業で5,976件 (構成比485%)と 規模の小さな企

業の相談がほぼ半数を占めている。また、これを前年

と比較すると、300人未満で72件減、300人以上が481

件増と、規模の大きな事業所の相談が大幅に増加した。

(図表 5-22)。

ほ
鳳
回

(4)

12 600

12 000

11 500

11 000

10 500

10 000

平成 12年 度

資料出所 :大阪府商二労働部調

平成 13年 度  平 成 14年 度  平 成 15年 度  平 成 16年 伎



図表 5-20 平 成16年度労働相談の内容 (大阪府)

その他 2,29件
(173ゆ

購業能方開発に関すること 13件

(0,41

痕用に関すること 400体

( 3 m

労働組合ユど労便関係に関する
こと 579件

(47粉

セクシヤル ハ ラスメントに

すること 692件

( 5的

勘労有福祉に関するこ 035件

(7軌)

資料出所 モ大阪府南工労働部調

園表 5-21 業 種別労働相談件数の推移 (大阪府)

資料出所 を大阪府商工労働部調

図表 5-22 規 模別労働相談件数の推移 (大阪府)

労観察件に関すること ,664件

(61め

Ｆ

Ｌ

建設業 製造業 峰 輌 u碩 ネ

売
業
店

売
食

卸
小
飲

サービス業 その他

平成12年度 1827 1925 3733 1916

平成13年度 1632 1729 3.541 2,234

平成14年度 1732 1775 4074 2353

平成15年度 534 1559 1737 4.665 2,401

建設業 製造業 運輸業 通信業
売
業
店

売
食

卸
小
飲

医療 福 祉 ナービス業 その他

平成16年度 1182 1669 2円 9 3908

合 計
30人未満

10人未満 110～29人
30～99人 100～299人 300人以上 その他

平成12年度 10761 4787 1373 3335

平成13年度 10319 3672 1420 713 3824

平成14年康 11414 3410 1257 1,379 4394

平成15年度 11719 3481 1642 925 4278

平成16年度 12.321 3.197 1,510 1)590 1.189 1874 4.471

資料出所 ,大阪府南工労働部調




